The Implementation Issue under the WTO Dispute Settlement Procedure - Procedural factors and proposals for improvement (Japanese) by KAWASE Tsuyoshi
%1















川瀬  剛志** 
 
 
要  旨 
 
  WTO 紛争解決手続の司法化の結果、実効的な法の支配が国際通商分野に及んだ反面、複雑な
政治的背景を有する重要案件を中心に違反是正が滞り、譲許停止（いわゆる対抗措置）の応酬や
違反措置の長期にわたる維持・放置が、 米・EC など主要加盟国を中心に見られるようになった。
この履行問題は WTO 紛争解決手続の機能不全を意味しないものの、 主要加盟国による度重なる
DSB勧告の無視は、 長期的に紛争解決フォーラムとしてのWTOの正当性を危ういものとする。 
  川瀬＝荒木 [2005]はこの問題を多角的に検討し、その法的および事実上の多様な原因を例証
した。 その結果、 紛争解決手続上の要因に限れば、 パネル・上級委員会による協定解釈の妥当性、
勧告の明確性、 譲許停止の規模などが履行問題を惹起していることが明らかになり、 この解決に
は現行手続の改正を要する。 
この結果を遵守理論に照射して整理すれば、 要するに WTO 加盟国の不履行の主要な原因とし
て、 合理的選択を前提とした執行力の欠如と WTO の判断に対する被申立国の規範的認識の欠如
の両側面が併存し、 双方からの手続的改正が勧告履行の改善をもたらす。 しかしながら、 ドーハ・
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１．  WTO における紛争解決手続の司法化と履行問題の発生 
 
























民間航空機輸出信用に関する一連の紛争、さらに、米国の 1916 年 AD 法事件、日本製
熱延鋼板 AD 税事件、バード修正条項事件といった鉄鋼関連案件などが含まれる。これ
らを総称して本稿では履行問題と呼ぶ。 
                                                  




座標軸として、その程度を評価できる。Keohane et al. [2000] pp.459-470. 
3 川 島  [2005] および川瀬 [2005]  pp.122-125。 
4 岩 沢  [2001]  pp.230-31。 
5  Jackson [2004] pp.115-123. 
6  パネルおよび上級委員会の条約法条約および一般国際法上の原則の適用につき、それぞれ Lennard 
[2002]、岩沢 [2003]を参照。 3 
むろん、 このことは WTO の紛争解決制度全体が上手く機能していないことを意味せ
ず、履行は全体に順調であると結論付けてよい7。とりわけ、大西洋案件をいわゆる
「9.11」以降の米・EC 関係の文脈でとらえ、深刻な WTO 体制の弱体化をもたらすと
する悲観的観測に説得力はなく8、多くの不履行案件を抱え、更に EC との関係で自ら













２．  履行問題の原因の多様性 
 







合、履行遅滞を惹起することを示す10。例えば米国のバード修正条項、1916 年 AD 法、
日本製熱延鋼板 AD 税、EC・インド製綿製寝具 AD 税、およびメキシコ・液糖 AD 税
の各事件における履行難航は、 いずれも国内の輸入競合産業の保護主義的圧力が主たる
原因であることは明白である11。 
                                                  
7  川瀬＝荒木（編）[2005]  第 1 章（ウィリアム・デイヴィー稿） 。同様の見方として、Magnus [2005]を
参照。 
8  川瀬＝荒木（編）[2005]  第 12 章（荒木一郎稿） 。 
9  Murphy [2004] pp.51-52. 
10  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.123-128（飯田敬輔稿） 。 
11  特にメキシコ・液糖 AD 税事件はその後のメキシコ・清涼飲料水税事件 （DS/WT308） に継続しており、
NAFTA における砂糖市場アクセス約束実施の問題に関連して、メキシコ砂糖産業の米国産液糖からの保
護は不可欠とメキシコは主張する。“Mexico Argues HFCS Dispute Should Be Settled in NAFTA, Not 4 
  関係主体が履行を左右することは、特に履行に議会が介在する場合に顕著に現れる。













  こうした事実関係に起因する要因のみならず、WTO 協定附属書 I および IV に規定
される実体規範の正当性（legitimacy）も履行に影響することがある。例えば、EC・
ホルモン投与牛肉事件においては、科学的証拠に偏重し、消費者不安（consumers’ 








                                                                                                                                                  
WTO.” Inside U.S. Trade, Nov. 5, 2004. 
12  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.10, 25-26（デイヴィー稿） 。Canada－Pharmaceutical Patent 21.3 Ar-
bitration Award (WT/DS114/13) paras.49-50. 
13  川瀬＝荒木（編）[2005] p.11（デイヴィー稿） 。法それ自体案件の履行が各国の統治制度に大きく依存
している結果と言える（例えば大統領制か議院内閣制か） 。 
14  この点について、川瀬＝荒木（編）[2005]  第 11 章（川瀬剛志稿）参照。 
15  ホルモン規制の経緯につき、McNiel [1998] pp.100-107 参照。発癌性等の健康上の懸念がホルモン規
制の強い動機となっていることは、最新の EC の関連規制からも明白である。Directive 2003/74/EC of the 
European Parliament and of the Council of 22 September 2003, 2003 O.J. (L 262) 17. 
16  Vranes [2003] pp.1-4. 
17  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.240-242（渡邊伸太郎稿） 。 
18  Charnovitz [2000] p.301.  ホルモン投与牛肉事件における EC の消費者不安に関する認識と SPS 協定
の関係について、Carter [1997]  参照。 
19  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.277-285（東條吉純稿） 。 5 
意外とも言える統計も示されている20。逆に、米国・著作権法 110 条事件は、一有力議
員が履行に反対するのみで、遵守の経済的影響も極めて小さいにもかかわらず、パネル
報告書採択から 5 年半を経過してなお履行されない21。 
  どのような案件でも、被申立国における履行の政治的コストは不可避である。この前
提に立ち、履行難航案件とそうでない案件を対照した時、履行難航の事実はそれでもな






３．  履行問題の手続的原因 
 











  例えば、米国・ 1916 年 AD 法、米国・バード修正条項の両事件においては、ダンピ
ング防止税・相殺関税以外の対抗措置（懲罰的損害賠償および刑事罰／徴収した特殊関




                                                  
20  同上第 9 章（内記香子稿） 。 
21 同 上 pp.367-368（川瀬稿） 。 
22  US－Byrd Amendment Appellate Body Report (WT/DS217/AB/R, WT/DS234/AB/R) paras.247-256. 
23  Charnovitz [2003] p.7; Greenwald [2003] pp.121-122.  松下 [2001]  pp.271-274 も、 この判断の基礎と
なった米国・1916 年 AD 法事件上級委員会報告について、そもそも GATT 第 6 条は同条に明記される以
外の措置については規律を及ぼさないと論じる。US－1916 AD Act Appellate Body Report 
(WT/DS136/AB/R, WT/DS162/AB/R) paras.136-138. Cf. US－Byrd Amendment Appellate Body Report 
(WT/DS217/AB/R, WT/DS234/AB/R) paras.247-256. 6 
が履行に影を落としている24。 

























しかしながらその一方で、 上級委員会は GATT 第 20 条の解釈において環境保護に対す
るバランスの取れた配慮を投影し、 環境保護措置それ自体の現行協定下での存続可能性
を示唆した32。このことが環境保護派からの履行に対する抵抗を和らげたことが評価さ
                                                  
24  Magnus [2005] p.248. 
25  US－FSC Taxation Panel Report (WT/DS108/R) paras.7.47-7.48, 7.93-7.102. 
26  US－FSC Taxation 21.5 Appellate Body Report (WT/DS108/AB/RW) paras.97-105. 
27  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.273-277（東條稿） 。 
28  US－Hot-rolled Steel AD Appellate Body Report (WT/DS186/AB/R) paras.50-62. 
29  EC－Bed Line AD Appellate Body Report (WT/DS141/AB/R) paras.54-65. 
30  Greenwald [2003] pp.117-123; Tarullo [2002] pp.113-147. 
31  USDOC [2002]; USGAO [2003].  以上、 米国議会のDSB勧告に対する規範認識につき、 川瀬＝荒木 （編）
[2005] pp.376-380（川瀬稿） 。 
32  特に前者では GATT 第 20 条ｇ号の解釈を大幅に緩和した点、また後者では WTO 協定前文の「持続可7 
れている33。 
 
3.2  判断の欠如（訴訟経済および原審破棄による事実認定の欠缺） 
 











ている場合、 このような問題は起こりやすい37。 履行問題には発展しなかったが、 米国・
鉄鋼セーフガード事件において申立国が米国の措置の法的無効（no legal basis）を執
拗にパネルに確認したのも38、このためである。 





相殺関税協定 4.7 条の救済を受ける機会を失った39。 
  判断の欠如は、 二審制をとる以上、 パネルの判断が上訴で覆される際にも起こり得る。
このような破棄の結果、履行に極めて重要な論点の判断が欠落する場合がある。特にパ
                                                                                                                                                  
能な発展」を文脈とし、あるいは国際環境条約を参照しつつ協定解釈を行った点について注目される。US
－Shrimp Appellate Body Report (DS/WT58/AB/R) paras.128-131, 152-155; US－Gasoline Appellate 
Body Report (DS/WT2/AB/R) ch. III. 
33  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.325-326, 331-332（川島富士雄稿） 。 
34  Australia－Salmon Appellate Body Report (DS/WT18/AB/R) para.123. 
35  E.g., US－Lamb Safeguard Appellate Body Report (DS/WT177/AB/R, DS/WT178/AB/R) 
paras.189-195. 
36  19 USCS §3538 (2005). 
37  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.193-197（瀬領真悟稿） 。 
38  共同申立国のうち、例えば EC、中国、スイス、ブラジルは明示的に措置の撤回ないしは終了の勧告を
請求しており、パネルはこれに対して本文のように回答した。US－Steel Safeguard Panel Report 
(DS/WT248/R etc.) para.10.705. 













3.3  「履行」の明確性と範囲 
 
  DSB 勧告の履行は、何が「履行」と見なされるかが明確である時に容易にその成否










ホルモン投与牛肉事件では、 EC の措置は危険評価の不備によって SPS 協定違反を判断
されたが、履行はこの危険評価のやり直しか、あるいは措置そのものの撤廃かにつき、
当事国間で争いがある。このため、EC が新たな危険評価に基づく新規制を施行したに
もかかわらず、 申立国が制裁解除に同意せず、 現在も係争中である44。 また、 同様に SPS
案件である日本・リンゴ検疫事件では、日本側措置の科学的根拠が全て否定され、SPS
                                                  
40  Canada－Dairy Products Subsidy 21.5 Panel Report (DS/WT103/RW, DS/WT113/RW) 
paras.6.12-6.22. 
41  Canada－Dairy Products Subsidy 21.5 Appellate Body Report (DS/WT103/AB/RW, 
DS/WT113/AB/RW) paras.80-82, 90, 102-104.  概要につき、 川瀬＝荒木 （編） [2005] pp.301-305 （内記稿） 。 
42  Guatemala－Cement AD I Panel Report (DS/WT60/R) paras.8.1-8.6. 
43  US－Byrd Amendment 21.3 Arbitration Award (WT/DS217/14, WT/DS234/22) para.52. 
44  US－Continued Suspension of Obligations in the EC－Hormones Dispute: Request for the Estab-
lishment of a Panel by the European Communities, WT/DS320/6 (Jan. 14, 2005). 9 
協定第 5 条第 6 項に関する審理の過程で取るべき代替措置について議論がなかった45。
このことにより、履行措置の「落としどころ」が明確ではなかったことから、履行が遅
滞したことが疑われる46。 
  米国・著作権法 110 条事件では、 問題の措置は小規模小売店等の店頭での音楽放送に
著作権料の徴収を免除するものだが、 パネルはその対象となる事業者および著作物の範




  ブラジル・民間航空機輸出信用事件では、補助金・相殺関税協定附属書 I（輸出補助





  また、DSU 勧告が履行の迂回を防止し、実効的な紛争解決が可能であるように履行
の範囲を定めることができない場合が考えられる。これはパネル・上級委員会の判断の











                                                  
45  Japan－Apple Panel Report (DS/WT245/R) paras.8.123-8.176, 8.303-8.304. 
46  このことは日本・農産物検疫事件 （DS76） との比較において際だつ。 川瀬＝荒木 （編） [2005] pp.306-308
（内記稿） 。 
47  対してパネルはもうひとつの問題の措置である家庭向け例外については、 極めて限定的でこの例外の範
囲内に収まるとだけ述べており、やはり TRIPS 協定第 13 条の例外の外延を示していない。以上、US－
Copyright Act 110 Panel Report (WT/DS160/R) paras.6.114-6.159 参照。 
48  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.385-387（川瀬稿） 。 
49  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.231-235（渡邊稿） 。Brazil－Aircraft Subsidy Appellate Body Report 
(WT/DS46/AB) paras.181-182. 
50  E.g., US – Steel CVD Panel Report (WT/DS212/R) paras.7.122-7.123; US – 1916 AD Act Appellate 




3.4  仲裁により設定される履行期間の長期化 
 
  履行問題の原因として一般に指摘されるのが、 現行の WTO の履行制度における執行
力の欠如である。 執行力については 2 点に言及したいが、 その第一点目は履行期間であ
る。 
  履行期間については、 DSU 第 21 条第 3 項は当事国の合意による設定を原則としてい
る。しかしながらそれが不可能である時この決定を仲裁に付託するが、これが特に法そ
れ自体案件の履行を長期化させる傾向にある。過去の履行期間決定仲裁を見ると、裁定


















                                                  
51  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.214-223（渡邊稿） 。 
52  最新の統計については Zdouc [2005] pp.96-97 参照。本文中の数字は、これを基礎として最近の案件を
加算したものである。履行期間決定仲裁に関する先例につき、Monnier [2001]  参照。 
53  Canada－Pharmaceutical Patent 21.3 Arbitration Award (WT/DS114/13) paras.49-50. 
54  川瀬＝荒木（編）[2005] p.390（川瀬稿） 。 
55  EC－Sugar Subsidy 21.3 Arbitration Award (DS/WT265/33, DS/WT266/33, DS/WT283/14) 
paras.67-72. 
56  E.g., US－1916 AD Act 21.3 Arbitration Award (WT/DS136/11, WT/DS162/14) paras.38, 40; Can-
ada－Pharmaceutical Patent 21.3 Arbitration Award (WT/DS114/13) para.60. 11 
設定する途を開いた懸念がある57。 
 
3.5  不十分な譲許停止額 
 




  譲許停止については、 その効果への疑問や経済厚生の悪化に対する批判が提起される
が58、執行力の強化においてその役割は軽視されるべきものではない。例えば米国はセ
ーフガード協定について極めて規範意識が低いと思われるにもかかわらず59、セーフガ













  しかしながら、 この方法では譲許停止が十分な履行への圧力を生まないことが指摘さ
れる。特にある種の法それ自体案件では、例えば輸入救済法のように個別適用がなけれ
ば法令の存在自体では具体的に貿易のフローを阻害しない場合があり、 その際の実損の
計算は極めて困難になる。この問題が顕在化した米国・1916 年 AD 法事件譲許停止仲
裁裁定は、被申立国は今後の米国による 1916 年 AD 法の個別適用実績を加算して、毎
年可変的・動態的に譲許停止額を調整できることを示し、この判断は米国・バード修正
                                                  
57  Chile－Price Band System 21.3 Arbitration Award (WT/DS207/14) paras.47-48. 
58  Anderson [2002] pp.127-130; McGivern [2002] pp.152-153; O’Connor [2004] pp.260-261. 
59  特に因果関係の立証に関するパネル・上級委員会の要請を満たすことは至難とされ、 とりわけセーフガ
ード案件での敗訴が多い米国のフラストレーションは無視できない。この点について Sykes [2004]参照。 
60  この点の比較につき、川瀬＝荒木（編）[2005]  第 6 章参照（瀬領稿） 。 
61  Pub. L. No. 109-171,  §7601, 120 Stat. 4, __ (2006). 











ルーセル適用を見合わせた （ただし直後に立法は行った） ことから、 仲裁人はその DSU

















                                                  
63  US－Byrd Amendment 22.6 Arbitration Award (WT/DS217/ARB/JPN) paras.4.20-4.27; US－1916 
AD Act 22.6 Arbitration Award (WT/DS136/ARB) paras.6.14-6.17, 7.8-7.9. 
64  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.80-84（久野新稿） 。 
65  19 U.S.C. §2416(B)(2)(b).  カルーセル論争につき、Ford [2002]を参照。 
66  川瀬＝荒木 （編） [2005]  第 6 章参照 （飯田稿） 。カルーセルに対する評価として、 Movsesian [2003] p.11
も同様。 
67  EC－Hormone Beef 22.6 Arbitration Award (WT/DS26/ARB) para.22. 
68  Mavroidis [2004] p.71. 
69  Brazil－Aircraft Subsidy SCM 4.11 Arbitration Award (WT/DS46/ARB) paras.3.57-3.60. 






























                                                  
71  モーゲンソー [1998]  pp.308-311。 
72  Waltz [1979] ch.5.  ミクロ経済学の応用としてのウォルツの所論の性質、 およびそのゲーム論的理解に
ついては、信夫 [2004] 第二章に詳しい。 
73  Hathaway [2002] pp.1945-1946. 
74  Slaughter [2000]. 
75  コヘイン [1998]  pp.111-121。現実主義と自由主義的制度論の利得概念の共有につき、遠藤 [2004] 
pp.53-54 を参照。 
76  Franck [1995] ch.2. 
77  Chayes and Chayes [1995] ch.1, pp.127-136. 
78  構成主義の視点から論じた WTO の履行問題については、川瀬＝荒木（編）[2005]  第 5 章（大矢根聡
稿）に詳しい。 14 
試みる所論を「合理的行為者モデル（rational actor models） 」として整理でき、これ
に対して国際規範の認識・浸透によって同様の説明を試みる学説群を「規範的モデル
（normative models） 」と総括できる79。 












５．  DSU 交渉と履行問題に対する手続的対処 
 
  以上のような不履行の理由を前提として、WTO はどのようにこれに対処すべきであ
ろうか。ここではこれまでに指摘した手続的な問題への対応に焦点を当て、これを現行
のドーハ・ラウンドにおける DSU 交渉の諸提案と関連づけながら、 順次検討したい81。 
 






が DSU 交渉の進捗を妨げる要因となっている82。 
まず EC は、欧州司法裁判所の伝統と実績に基づき、現在はアドホックに設置される
                                                  
79  Hathaway [2002] pp.1944-1962. 
80  Guzman [2002] pp.1830-1840 による各理論の比較対象から明らかなように、 規範的モデルに属する議
論は利益概念を無視している点において遵守の説明に限界があり、また、合理的行動者モデルは国際的規
範の存在を過度に軽視している。 
81  DSU 交渉の経緯および各国提案の分析・評価については、川瀬 [2005]、Davey [2004]、Ortino and 
Pertersmann eds. [2004] pt. I を参照。 
82  “Fewer WTO Cases So Far in 2004, Legal Affairs Director Wilson Says.” International Trade Re-

















5.2  パネルの履行勧告権限の拡充および履行の迂回・無効化防止 
 
  履行問題は求められる「履行」の内容が明確でないことに起因することは先に述べた









5.3  差し戻し制の導入 
                                                  
83  EC 提案（TN/DS/W/38）第 8 条。以下提案の後の条文は DSU の改正条文（ 「新」がつくものは新設）
を指す。なお、DSU 交渉各国提案は日本機械輸出組合ウェブサイトにおいて一覧できる
（http://www.jmcti.org/2000round/com/doha/com_post_tnc.htm#DSU） 。 




86  日本提案（TN/DS/W/32）第 19 条。 






ない部分の判断については先行して DSB において採択される）を採用している88。 
ただし、争点はすべからく相互に関連している場合が多く、このような部分的差し戻
しそのものが履行に与える影響については、慎重に評価する必要がある。特に協定の原






5.4  履行期間の短縮 
 
DSB における報告書採択後の履行段階については、既にシークエンス（履行確認手















                                                  
88  EC 提案（TN/DS/W/38）第 17 条および新第 17 条の 2。 
89  シークエンス問題については、本稿では詳解しない。概要は  Valles and McGivern [2001]参照。 
90  オーストラリア提案（TN/DS/W/49）第 21 条、EC 提案（TN/DS/W/38）第 21 条および第 22 条、日















法 110 条事件において例証されている96。2005 年 1 月に出された WTO 事務局長の諮












一方で99、殊に違反に対する譲許停止については、現行の DSU 第 22 条および補助金・
                                                  
91  メキシコ提案（TN/DS/W/40）第 12 条および第 22 条。 
92  メキシコ提案（TN/DS/W/40）第 15 条、EC 提案（TN/DS/W/38）第 22 条、韓国提案（TN/DS/W/35）
第 21 条、エクアドル提案（TN/DS/W/33）第 21 条、日本提案（TN/DS/W/32）第 21 条。 
93  途上国グループ提案（TN/DS/W/37）第 22 条、インドグループ提案（TN/DS/W/47）第 22 条。 
94  日本提案（TN/DS/W/32）第 22 条。 
95  エクアドル提案（TN/DS/W/33）第 22 条。 
96  川瀬＝荒木（編）[2005] pp.391-392（川瀬稿） 。金銭賠償の履行上の問題点につき Bronckers and van 
den Broek [2005] pp.117-118 参照。 
97  Sutherland et al. [2005] paras.241-243. 
98  タイ・フィリピン共同提案（TN/DS/W/3）第 22 条。 







5.6  DSU 交渉の停滞と履行問題 
 





















6.1  執行力の強化 
                                                  
100 岩 沢   [2001] pp.238-239; Mavroidis [2000] p.800.  なお、川瀬＝荒木（編）[2005] pp.50-62（阿部克
則稿）によれば、DSU 第 22 条の譲許停止における同等性要件は国家責任条文草案よりも厳格であり、む
しろ対抗措置の規模に幅を持たせる補助金・相殺関税協定 4.10 条の措置のほうが同草案に近い。 
101  共同提案テキストは 99 年のシアトル閣僚会議に提出されたもの（WT/MIN(99)/8）が後に改定され、
再度 2000 年に一般理事会に提出されたが（WT/GC/W/410） 、いずれも採択されていない。 
102  Special Session of the Dispute Settlement Body: Report by the Chairman, Ambassador Péter 
Balás, to the Trade Negotiations Committee, TN/DS/9 (June 6, 2003). 































                                                  
104  US－Byrd Amendment 22.6 Arbitration Award (WT/DS217/ARB/JPN) paras.5.1-5.6. 
105  デスラー＝オデル  [1989] pp.239-241; Movsesian [2003] pp.10-11. 
106  Notice relating to the WTO Dispute Settlement Proceeding Concerning the United States Tax 
Treatment of Foreign Sales Corporations (FSC) — Invitation for Comments on the List of Products 
That Could Be Subject to Countermeasures, 2002 O.J. (C 217) 2. 
107  Argentina－Bovine Hides 21.3 Arbitration Award (WT/DS155/10) paras.45-49; EC－Hormone 
Beef 21.3 Arbitration Award (WT/DS26/15, WT/DS48/13) paras.38, 41.   










また、パネルは DSU 第 19 条において特定履行勧告の権限を有していることは先に















他方、 判断の妥当性については、 パネル ・ 上級委員会の文言主義が時として行き過ぎ、
起草者意思との乖離が指摘されるのであれば、起草史をより積極的に参照すればよい。
現在の条約法条約第 31 条および第 32 条は、起草史（準備作業）を副次的な解釈の淵
源として位置づけているが、他方で第 31 条において得られた「通常の意味」の確認の
ために起草史を参照できる。ICJ の運用もこの確認のために第 32 条を援用する傾向に
あり、 文言の意味は明白であるとしてこれを排除することはむしろ例外的である111。こ
                                                  
109  See., e.g., Korea – Paper AD Panel Report (WT/DS312/R) paras.9.1-9.4; United States – Argentina 
OTCG Sunset Review Panel Report (WT/DS268/R) paras.8.3-8.5; United States – Lumber Final AD 
Panel Report (WT/DS264/R) para.8.6. 
110  Australia – Auto Leather Subsidy 21.5 Panel Report (WT/DS126/RW) paras.6.1-6.7; Brazil – Air-
craft Subsidy Panel Report (WT/DS46/R) para.7.2. 
111 坂 元  [2004]  pp.176-178。 21 




委員会報告書も、 経済条約たる WTO 協定に対する条約法条約の適用可能性が時として

























                                                  




114  Sutherland et al. [2005] para.235. 
115  Id., at para.250. 
116  Davey [2004] pp.137-138. 






                                                  
118  Matsushita [2005] pp.625-626.  ただし松下教授はサザーランド委員会報告書が専門家グループに
WTO 第 9 条に基づく解釈了解の提案を行う権限まで与えている点につき、 上級委員会の判断の正当性や信
憑性の低下を懸念し、これに慎重な姿勢を示している。 23 
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